
令和 6 年 3 月

令和 6 年度 令和 15 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,857 円 2,857 円

2,857 円 2,857 円

2,857 円 2,857 円

広域化・共同化・最適化
実施状況

該当なし

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　

令和4年度 令和4年度

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

その他の使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

該当なし

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和2年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和2年度

令和3年度 令和3年度

別添２－1

薩摩川内市下水道事業経営戦略（案）

団 体 名 ： 薩摩川内市

事 業 名 ： 特定地域生活排水処理事業

処 理 場 数 　225基（5人槽：198基　7人槽：22基　10人槽：4基　28人槽：1基）

非適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 10.53人/ha
流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

無

処 理 区 数 　市町村設置型浄化槽　上甑地区（江石・小島・瀬上・桑之浦）

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成15年度
(20年)

法適（全部適用・一部適
用 ）

非 適 の 区 分

浄化槽の人槽 1か月当たりの使用料（消費税10%含む）

5人槽 3,140円

7人槽 3,350円

10人槽 4,400円
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③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

職 員 数 26人（局長、経営管理課11人、下水道室10人、甑島振興局４人）

事 業 運 営 組 織

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

　使用料の納付書発行等の業務を民間事業者に委託している。
　浄化槽の維持管理業務を民間事業者に委託している。

 イ　指定管理者制度 該当なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　（下水熱・下水汚泥・発電等）

該当なし

 イ　土地・施設等利用
　（未利用土地・施設の活用等）

該当なし

水道局
企画業務グループ

下水道グループ

経営管理課

下水道室

産業建設グループ地域振興課甑島振興局

市長

経理グループ
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（３）経営比較分析表を活用した現状分析

経常収支比率：使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えている
　　　　　　　かを表す指標。
経費回収率：汚水処理に係る費用が下水道使用料の収益でどの程度賄えているかを表す指標。
汚水処理原価：有収水量１㎥あたりにどれだけの費用が掛かっているかを表す指標。
水洗化率：区域内人口のうち実際に水洗便所を設置して汚水処理をしている人口の割合を表す指標。

１．経営の健全性・効率性
　　①収益的収支比率は100%となっているが、使用料収入が少ないことから、一般会計からの繰入金により収支を確保して
　　　いる。
　　②経費回収率は、全国平均や類似団体平均に比べ高い状況であるが、使用料で維持管理費を賄うことができていないた
　　　め100％を下回っている。人口減少により空き家が増加し、平成30年度から低下傾向である。

　　③汚水処理原価は、全国平均や類似団体平均に比べ高いため、維持管理費の削減に努めるとともに、接続促進による使
　　　用料収入の確保を図る必要があります。
　　④水洗化率は、全国平均や類似団体平均に比べ低いため、接続促進を図る必要があります。

グラフ凡例

■ 薩摩川内市（当該値） ― 類似団体平均値（平均値） 【平均値】 令和３年度全国平均

①経常収支比率（％） ②経費回収率（％）

③汚水処理原価（円） ④水洗化率（接続率）（％）
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

処理区域内人口の予測

　平成25年度から令和4年度までの人口変動実績及び国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」）による将来推計人口に
基づく将来人口減少率を考慮し、将来人口を推計した。
　浄化槽人口は、人口減少に伴い、減少傾向である。

有収水量の予測

組織の見通し

　今後は職員数の削減が予想されることから、適正な人員配置を確保するとともに職員の育成を行い、効率的な組織運営に努
める。

　特定地域生活排水処理事業（浄化槽事業）は、一律使用料金体系であるため、有収水量予測は不要である。

使用料収入の見通し

　使用料収入は、対象世帯数（管理基数）の推計結果に人槽区分ごとの使用料を考慮して推計した。
　対象世帯数の推定は、事業区域別の将来推計人口を鹿児島県の平均世帯人員数（社人研公表）を考慮して推計した。
　使用料収入は、処理区域内の人口減少による浄化槽管理基数の減少により減少する見込みである。

施設の見通し

　上甑町の浄化槽事業は、特定環境保全公共下水道の対象区域外の4地区（江石、小島、瀬上、桑之浦）を対象として、市町村
設置型浄化槽事業により平成15年度から平成21年度に203基を整備しました。この他に個人で設置した22基は市に移管を受け、
平成21年度末で計225基を管理している。
　その後、人口減少の影響により管理基数が減少し、令和4年度末の管理基数は165基となっており、新たな整備は見込まれな
い。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　快適で魅力的な住み続けたいまちづくりという理念に基づき、生活排水の適正な処理を推進するため、維持管理費の抑制、
経営の健全化を図る。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

【修繕費】
　　過年度の実績に物価上昇率を考慮して計上した。

【その他】
　　その他は、委託費を管理基数の減少を考慮して計上した。

【支払利息】
　　支払利息は、既存施設に係る起債償還利息を計上した。

【物価変動】
　　物価変動は、過年度実績をベースに毎年１％を見込んでいる。

目 標 新規整備の予定なし

　将来の浄化槽利用者の増加は見込まれないため、新規整備の予定なし。

目 標 　　合併浄化槽の適性な維持管理と地方債の確実な償還に努める。

１　料金収入
　本計画期間は、現在の使用料水準を維持する。
　浄化槽使用料は、人口減少による需要の減少に伴い、減少する見込みである。

２　一般会計繰入金
　収入不足の財政支援分を一般会計繰入金として計上した。
　維持管理費を削減を図り、一般会計繰入金の抑制に努める。

３　地方債
　新たな地方債の発行はない。計画期間（令和6年度～令和15年度）において、地方債の大部分は償還を完了する見込みであ
る。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

広域化・共同化・最適化に関する事項 該当なし

　空き家が増加し、使用されていない合併処理浄化槽が増加していることか
ら、移住・定住対策への活用を検討する。

その他の取組 該当なし

投資の平準化に関する事項 該当なし

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

該当なし

その他の取組 該当なし

その他の取組 該当なし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　毎年度の決算と投資・財政計画の乖離や取組内容の進捗状況等を検証し、翌年度の経
営に反映する。
　評価・検証・改善はＰＤＣＡサイクルに基づき、実施する。
　投資・財政計画の進捗管理を行い、５年後を目途に経営戦略の見直しを行う。

薬品費に関する事項 該当なし

修繕費に関する事項 　計画的な修繕を行うことで修繕費の抑制を図る。

委託費に関する事項
　法で定められた点検・清掃の頻度を遵守し、維持管理の在り方を検証し、委
託費を抑制する方法を検討する。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者

制度、PPP/PFIなど）
該当なし

職員給与費に関する事項 該当なし

動力費に関する事項 該当なし

使用料の見直しに関する事項

　平成19年度に人槽ごとの定額制に改定したことから、現行の使用料を維持す
る考えである。
　人口減少による管理基数の減少により、使用料収入も減少する見込みである
ことから、使用料の見直しは、利用者負担の影響を考慮して検討する。

資産活用による収入増加
の取組について
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0

R
01

R0
2

R0
3

当
該

値

平
均

値

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H2
9

H3
0

R
01

R0
2

R0
3

当
該

値

平
均

値

0.
00

50
.0

0

1
00

.
00

1
50

.
00

2
00

.
00

2
50

.
00

3
00

.
00

3
50

.
00

4
00

.
00

4
50

.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
0.

0
0

0.
00

0.
00

0.
0
0

0.
00

平
均

値
40

7.
4
2

29
6.
8
9

27
0
.5

7
29

4.
2
7

29
4.

0
9

0.
00

10
.
00

20
.
00

30
.
00

40
.
00

50
.
00

60
.
00

70
.
00

80
.
00

90
.
00

H2
9

H3
0

R
01

R0
2

R0
3

当
該

値
76

.
65

7
9.
5
8

68
.7

8
67

.7
1

68
.5

5

平
均

値
57

.
08

6
3.
0
6

62
.5

0
60

.5
9

60
.0

0

0.
00

50
.0

0

1
00

.
00

1
50

.
00

2
00

.
00

2
50

.
00

3
00

.
00

3
50

.
00

4
00

.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
31

8.
8
4

30
8.

2
6

34
5
.7

7
34

6.
0
7

34
3.

2
5

平
均

値
28

6.
8
6

26
4.

7
7

26
9
.3

3
28

0.
2
3

28
2.

7
1

0.
00

10
.
00

20
.
00

30
.
00

40
.
00

50
.
00

60
.
00

70
.
00

H2
9

H3
0

R
01

R0
2

R0
3

当
該

値
38

.
54

3
7.

0
7

36
.1

0
37

.0
7

36
.5

9

平
均

値
57

.
22

5
9.

9
4

59
.6

4
58

.1
9

56
.5

2

0.
00

10
.0

0

20
.0

0

30
.0

0

40
.0

0

50
.0

0

60
.0

0

70
.0

0

80
.0

0

90
.0

0

1
00

.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
69

.9
8

65
.
77

64
.8
8

65
.1

4
6
2.

7
5

平
均

値
67

.2
9

89
.
66

90
.6
3

87
.8

0
8
8.

4
3

②
累

積
欠

損
金
比

率
(
％
)

③
流
動

比
率
(
％

)
④

企
業

債
残
高

対
事

業
規

模
比

率
(
％
)

⑤
経
費

回
収

率
(
％

)
⑥

汚
水

処
理

原
価

(
円

)
⑦
施
設

利
用
率
(
％

)
⑧

水
洗

化
率
(
％

)

①
有
形
固

定
資

産
減
価
償

却
率
(
％

)
②
管

渠
老
朽
化
率
(
％
)

③
管

渠
改

善
率

(
％

)

【
31
0.
14
】

【
8
3.
38
】

【
5
6.
80
】

【
28
6.
17
】

【
5
7.
71
】

【
-
】

該
当
数
値
な

し
該
当
数
値
な
し

該
当
数

値
な

し
該
当
数

値
な

し
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様
式
第
2号
（法
非
適
用
企
業
）

投
資
・財
政
計
画

（
収
支
計
画
）

R
4

R
5

R
6

（
単
位
：
千
円
，
％
）

年
　
　
　
　
　
　
度

前
々
年
度

前
年
度

区
分

（
決
算
）

決
算

見
込

1
(A
)

8
,6
8
5

8
,6
3
7

9
,6
4
5

8
,7
9
9

8
,7
1
4

8
,6
0
1

8
,4
69

8,
3
7
5

8
,3
7
1

8
,1
9
2

8
,0
7
8

7
,9
83

（
１
）

(B
)

5
,7
8
0

5
,7
09

5,
78
2

4
,9
3
2

4
,6
6
6

4
,4
1
5

4
,1
7
8

3
,9
5
3

3
,7
4
1

3
,5
3
5

3
,3
4
1

3
,1
5
8

ア
5
,7
8
0

5
,7
09

5,
7
8
2

4
,9
3
2

4
,6
6
6

4
,4
1
5

4
,1
78

3,
95
3

3
,7
4
1

3
,5
3
5

3
,3
4
1

3
,1
58

イ
(C
)

ウ

（
２
）

2
,9
0
5

2
,9
28

3,
86
3

3
,8
6
7

4
,0
4
8

4
,1
8
6

4
,2
9
1

4
,4
2
2

4
,6
3
0

4
,6
5
7

4
,7
3
7

4
,8
2
5

ア
2
,9
0
5

2
,8
92

3,
8
2
7

3
,8
3
1

4
,0
1
2

4
,1
5
0

4
,2
55

4,
38
6

4
,5
9
4

4
,6
2
1

4
,7
0
1

4
,7
89

イ
36

3
6

3
6

3
6

3
6

3
6

3
6

3
6

3
6

3
6

3
6

２
(D
)

8
,6
8
5

8
,6
3
7

9
,6
4
5

8
,7
9
9

8
,7
1
4

8
,6
0
1

8
,4
69

8,
3
7
5

8
,3
7
1

8
,1
9
2

8
,0
7
8

7
,9
83

（
１
）

8
,2
6
7

8
,2
47

9,
08
1

8
,3
0
1

8
,2
4
3

8
,1
5
7

8
,0
5
3

7
,9
8
7

8
,0
1
2

7
,8
6
3

7
,7
7
9

7
,7
2
3

ア イ
8
,2
6
7

8
,2
47

9,
08
1

8
,3
0
1

8
,2
4
3

8
,1
5
7

8
,0
5
3

7
,9
8
7

8
,0
1
2

7
,8
6
3

7
,7
7
9

7
,7
2
3

（
２
）

4
1
8

3
90

56
4

4
9
8

4
7
1

4
4
4

4
1
6

38
8

3
5
9

3
2
9

2
9
9

2
6
0

ア
4
1
8

3
90

3
6
4

3
3
8

3
1
1

2
8
4

2
56

22
8

1
9
9

1
6
9

1
3
9

1
00

イ
20
0

1
6
0

1
6
0

1
6
0

1
6
0

16
0

1
6
0

1
6
0

1
6
0

1
6
0

３
(E
)

1
(F
)

1
,6
2
2

1
,1
8
3

1
,2
0
8

1
,2
3
4

1
,2
6
1

1
,2
8
8

1
,3
16

1,
3
4
4

1
,3
7
3

1
,4
0
2

1
,4
3
3

1
,8
19

（
１
）

（
２
）

1
,6
2
2

1
,1
83

1,
20
8

1
,2
3
4

1
,2
6
1

1
,2
8
8

1
,3
1
6

1
,3
4
4

1
,3
7
3

1
,4
0
2

1
,4
3
3

1
,8
1
9

（
３
）

（
４
）

（
５
）

（
６
）

（
７
）

２
(G
)

1
,6
2
2

1
,1
8
3

1
,2
0
8

1
,2
3
4

1
,2
6
1

1
,2
8
8

1
,3
16

1,
3
4
4

1
,3
7
3

1
,4
0
2

1
,4
3
3

1
,8
19

（
１
）

（
２
）

(H
)

1
,6
2
2

1
,1
83

1,
20
8

1
,2
3
4

1
,2
6
1

1
,2
8
8

1
,3
1
6

1
,3
4
4

1
,3
7
3

1
,4
0
2

1
,4
3
3

1
,8
1
9

（
３
）

（
４
）

（
５
）

３
(I
)

令
和
15
年
度

収 　 益 　 的 　 収 　 支

収 益 的 収 入

総
収

益

営
業

収
益

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

本
年
度

令
和
7
年
度
令
和
8
年
度
令
和
9
年
度
令
和
10
年
度
令
和
11
年
度

収 益 的 支 出

総
費

用

営
業

費
用

職
員

給
与

費

う
ち

退
職

手
当

そ
の

他

令
和
12
年
度
令
和
13
年
度
令
和
14
年
度

営
業

外
費

用

支
払

利
息

う
ち
一
時
借
入
金
利
息

そ
の

他

収
支
差
引

(A
)-
(D
)

そ
の

他

営
業

外
収

益

他
会

計
繰

入
金

そ
の

他

資 　 本 　 的 　 収 　 支

資 本 的 収 入

資
本

的
収

入

地
方

債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
補

助
金

他
会

計
借

入
金

固
定

資
産

売
却

代
金

国
（
都

道
府

県
）
補

助
金

工
事

負
担

金

収
支
差
引

(F
)-
(G
)

そ
の

他

資 本 的 支 出

資
本

的
支

出

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

地
方

債
償

還
金

他
会
計
長
期
借
入
金
返
還
金

他
会

計
へ

の
繰

出
金

そ
の

他
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様
式
第
2号
（法
非
適
用
企
業
）

投
資
・財
政
計
画

（
収
支
計
画
）

R
4

R
5

R
6

（
単
位
：
千
円
，
％
）

年
　
　
　
　
　
　
度

前
々
年
度

前
年
度

区
分

（
決
算
）

決
算

見
込

令
和
15
年
度

本
年
度

令
和
7
年
度
令
和
8
年
度
令
和
9
年
度
令
和
10
年
度
令
和
11
年
度
令
和
12
年
度
令
和
13
年
度
令
和
1
4年
度

(J
)

(K
)

(L
)

(M
)

(N
)

(O
)

(P
)

(Q
)

(Q
)

(B
)-
(C
)

(A
)

(D
)+
(H
)

(S
)

5
,7
8
0

5
,7
0
9

5
,7
8
2

4
,9
3
2

4
,6
6
6

4
,4
1
5

4
,1
7
8

3
,9
5
3

3
,7
4
1

3
,5
3
5

3
,3
4
1

3
,1
58

（
T
)

(U
)

(V
)

(W
)

(X
)

1
8
,4
9
7

17
,3
1
4

1
6
,1
0
6

1
4
,8
7
2

1
3
,6
1
1

1
2
,3
2
3

11
,0
0
7

9
,6
6
3

8
,2
9
0

6
,8
8
8

5
,4
5
5

3
,6
36

○
他
会
計
繰
入
金

R
4

R
5

R
6

（
単
位
：
千
円
）

年
　
　
　
　
　
度

前
々
年
度

前
年
度

区
分

（
決
算
）

決
算

見
込

2
,9
0
5

2
,8
92

3,
82
7

3
,8
3
1

4
,0
1
2

4
,1
5
0

4
,2
5
5

4
,3
8
6

4
,5
9
4

4
,6
2
1

4
,7
0
1

4
,7
8
9

4
1
8

3
9
0

36
4

3
3
8

3
1
1

2
8
4

2
5
6

2
2
8

1
99

1
6
9

1
3
9

1
0
0

2
,4
8
7

2
,5
02

3,
46
3

3
,4
9
3

3
,7
0
1

3
,8
6
6

3
,9
9
9

4
,1
5
8

4
,3
9
5

4
,4
5
2

4
,5
6
2

4
,6
8
9

1
,6
2
2

1
,1
83

1,
20
8

1
,2
3
4

1
,2
6
1

1
,2
8
8

1
,3
1
6

1
,3
4
4

1
,3
7
3

1
,4
0
2

1
,4
3
3

1
,8
1
9

1
,6
2
2

1
,1
83

1,
20
8

1
,2
3
4

1
,2
6
1

1
,2
8
8

1
,3
1
6

1
,3
4
4

1
,3
7
3

1
,4
0
2

1
,4
3
3

1
,8
1
9

4
,5
2
7

4
,0
75

5,
03
5

5
,0
6
5

5
,2
7
3

5
,4
3
8

5
,5
7
1

5
,7
3
0

5
,9
6
7

6
,0
2
3

6
,1
3
4

6
,6
0
8

収
支

再
差

引
(E
)+
(I
)

積
立

金

前
年
度
か
ら
の
繰
越
金

前
年
度
繰
上
充
用
金

形
式

収
支

(J
)-
(K
)+
(L
)-
(M
)

翌
年

度
へ

繰
り
越

す
べ

き
財

源

実
質

収
支
黒

字

(N
)-
(O
)

赤
字

収
益
的
収
支
比
率
（

×
1
00
）

8
4
%

8
8%

赤
字

比
率

（
×
1
00
）

8
6
%

8
5
%

8
5
%

8
1%

地
方
財
政
法
施
行
令
第
16
条
第
１
項
に
よ
り
算
定
し
た

資
金

の
不

足
額
(R
)

8
9
%

88
%

87
%

8
7
%

8
7
%

8
6
%

健
全
化
法
施
行
令
第
1
6
条
に
よ
り
算
定
し
た

資
金

の
不

足
額

健
全
化
法
施
行
規
則
第
６
条
に
規
定
す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額
健
全
化
法
施
行
令
第
1
7
条
に
よ
り
算
定
し
た

事
業

の
規

模
健
全
化
法
第
2
2
条
に
よ
り
算
定
し
た

資
金

不
足

比
率

(（
T
）
/（
V
）×
1
0
0
)

他
会

計
借

入
金

残
高

営
業
収
益
－
受
託
工
事
収
益

(B
)-
(C
)

地
方
財
政
法
に
よ
る

資
金

不
足

の
比

率
((
R
)/
(S
)×
1
0
0
)

令
和
14
年
度
令
和
15
年
度

収
益
的
収
支
分

地
方

債
残

高

本
年
度

令
和
7
年
度
令
和
8
年
度
令
和
9
年
度
令
和
10
年
度

う
ち
基
準
内
繰
入
金

う
ち
基
準
外
繰
入
金

資
本
的
収
支
分

う
ち
基
準
内
繰
入
金

う
ち
基
準
外
繰
入
金

合
計

令
和
11
年
度
令
和
12
年
度
令
和
13
年
度
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